
平成２４年度 総務部当初予算（一般会計）要求の概要

（単位：千円）
区 分 ２４年度当初要求額 ２３年度７月補正後現計予算額 増減率

事業費 131,870,636 130,592,781 1.0%

Ⅰ 要求のポイント

１ 分権確立に向けた行政体制の整備

【基本方針】

（１）県の行財政基盤の強化

（２）市町村の行財政基盤整備への支援

２ ワーク・ライフ・バランスの推進

【基本方針】

政策・改革の主体となる政策県庁の実現を目指して、政策形成・実行能力の向上に努めます。

第一次、第二次一括法が成立するなど地方分権確立の動きが進んでいる中、県や市町村における

増減額

1,277,855

「子育て満足度日本一」の実現に向けて、仕事と生活との両立支援の取組がより一層求められる中、

自立性の高い行財政基盤の整備や地方自治能力の向上を推進します。

住民に身近な基礎自治体である市町村における権限移譲への円滑な対応や義務付け・枠付け見

直しに伴う条例整備、行財政改革の取組を支援します。

中期行財政運営指針（仮称）を策定し、県有財産の有効利活用推進などの歳入確保策と併せ、

徹底した無駄の排除等により持続可能な行財政基盤の確立を推進します。また、職員一人ひとりが

（１）在宅勤務制度の試行

Ⅱ 事業体系（県政推進指針）

【安心・活力・発展の大分県づくりの推進】

１ 互いに助け合い、支え合う安心・安全の大分県づくり

（１）子育ての喜びを実感できる社会づくりの推進～子育て満足度日本一の実現～

①次世代を担う子どもを社会全体で支える環境の整備

在宅勤務システム導入事業 2,038

３ 人を育て、社会資本を整え、発展する大分県づくり

（４） 分権時代への対応

①分権確立に向けた行政体制の整備

県有財産利活用推進事業 28,528

政策県庁を支える人材育成事業 6,242

市町村行政基盤拡充事業 31,189

※ その他 新 県税システム改修事業 354,328

（注）事業名前の「新」は新規事業を示す。

平成２４年度 総務部当初予算(一般会計）要求に対するご意見をお寄せください。

ｅ－ｍａｉｌ：a11100@pref.oita.lg.jp（総務部行政企画課）

県自らが率先してワーク・ライフ・バランスを推進します。

在宅勤務制度の試行を引き続き実施し、多様な働き方の構築を目指します。



（部局名：総務部） （単位：千円）
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人事課

県有財産経営
室

新県有財産利活用推進計画を推進するため、インターネット入札
や不動産媒介制度等を活用し、未利用地等の処分や有効利活用の促
進を図る。

「子育て満足度日本一」の実現に向けて、県職員が率先してワ－
ク・ライフ・バランスを推進するため、在宅勤務制度を試行する。

平成２４年度 当初予算（一般会計）要求の主な事業概要

事 業 名

平成２４年度
当初要求額

２３年度７月補正
後現計予算額

事 業 概 要 所管課

政策県庁の実現に向けて職員の政策形成能力の向上を図るため、
地域政策スクールを実施し、県政の喫緊の課題について研究すると
ともに、当該研修の成果を活用して庁内ベンチャーとしての事業展
開を図る。

住民サービスの向上を図るため、県の権限に属する事務の一部を
市町村へ移譲し、事務執行に必要な経費を交付する。

市町村振興課

人事課
政策県庁を支える人材育
成事業

市町村行政基盤拡充事業

1

2

3

4

在宅勤務システム導入事
業

県有財産利活用推進事業

(35,748)

354,328

(0)

※ 新 は「新規事業」

情報システム全体最適化計画に基づき、運用経費の削減を図るた
め、県税総合情報管理システム等を他システムとの共用コンピュー
タ（サーバ）に移行する。

税務課県税システム改修事業5

新



（部局名：総務部） （単位：千円）

49,149

市町村振興課 合併新市支援事業

・平成１３～２３年度の１１か年事業として実施
・市町村合併推進交付金の交付が終了するため廃止

227,354

7,984

市町村振興課 地方選挙執行経費

・平成２３年度統一地方選挙（大分県知事・県議会議員選挙）が終
了したため廃止 527,992

平成２４年度 当初予算（一般会計）要求における廃止事業

所管課 事 業 名 廃 止 理 由
２３年度

７月補正後現計
予算額

1

2

3

4 地方選挙臨時啓発事業

・平成２３年度統一地方選挙（大分県知事・県議会議員選挙）が終
了したため廃止

行政企画課
東日本大震災被災者支援
事業

・被災地（宮城県名取市）への事務職員の派遣が終了したため廃止

市町村振興課




